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平
成
二
十
三
年
度
（
財
）
茨
城

県
消
防
協
会
理
事
会
・
評
議
員
会

（
い
わ
ゆ
る
「
総
会
」）
が
、
五
月

十
一
日
（
水
）
に
茨
城
県
市
町
村

会
館
に
お
い
て
開
催
さ
れ
ま
し

た
。

　
会
議
は
、
ま
ず
、
会
議
定
足
数

の
確
認
（
定
数
七
十
二
名
の
と
こ

ろ
出
席
者
六
十
七
名
、
委
任
状
提

出
者
四
名
で
過
半
数
を
超
え
、
会

議
が
成
立
。）
が
行
わ
れ
、
そ
の

後
、
葉
梨
会
長
か
ら
主
催
者
の
挨

拶
、
続
い
て
来
賓
を
代
表
し
県
生

活
環
境
部
の
丹
危
機
管
理
監
か
ら

ご
挨
拶
を
頂
き
ま
し
た
。
ご
臨
席

頂
い
た
ご
来
賓
は
次
の
方
々
で

す
。

　
・
県
危
機
管
理
監

　
　
　
　
　
　
丹
　
　
勝
義
　
様

　
・
県
消
防
防
災
課
長

　
　
　
　
　
　
大
高
　
　
均
　
様

　
・
県
立
消
防
学
校
長

　
　
　
　
　
　
岩
島
　
孝
夫
　
様

　
・
県
消
防
防
災
課
課
長
補
佐

　
　
　
　
　
　
大
畠
　
寿
哉
　
様

　
続
く
議
事
は
、
葉
梨
会
長
が
議

長
と
な
り
、
議
事
録
署
名
人
（
鉾

田
市
消
防
団
長
　
二
重
作
惣
司
様

／
茨
城
町
消
防
団
長
　
長
洲
良
男

様
）
を
選
出
し
た
後
、
次
の
議
案

が
審
議
さ
れ
、
そ
れ
ぞ
れ
原
案
ど

お
り
承
認
・
議
決
さ
れ
ま
し
た
。

　
今
回
の
議
案
は
、
例
年
の
定
例

的
な
議
案
に
加
え
、
当
協
会
が
新

公
益
法
人
制
度
発
足
に
伴
う
公
益

法
人
と
し
て
認
定
を
申
請
す
る
た

め
に
必
要
な
議
案
が
多
数
あ
り
、

こ
れ
に
つ
い
て
も
全
会
一
致
で
議

決
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、
本
年
度

早
々
に
公
益
認
定
申
請
を
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　
な
お
、
今
年
度
は
役
員
の
改
選

期
に
あ
た
り
、
理
事
・
常
任
理
事
、

副
会
長
に
は
各
支
部
等
か
ら
推
薦

の
あ
っ
た
団
長
及
び
消
防
長
が
承

認
さ
れ
、
会
長
に
は
名
誉
会
員
と

な
っ
た
葉
梨
会
長
の
再
任
が
承
認

さ
れ
ま
し
た
。
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平
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事
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二
十
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普
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定

○
議
案
第
一
号
　
平
成
二
十
三
年

度
　
事
業
計
画
（
案
）

○
議
案
第
二
号
　
平
成
二
十
三
年

度
　
普
通
会
計
収
支
予
算（
案
）

○
議
案
第
三
号
　
新
公
益
法
人
制

度
に
伴
う
公
益
認
定
申
請

○
議
案
第
四
号
　
新
公
益
法
人
へ

の
移
行
に
伴
う
定
款
（
案
）

○
議
案
第
五
号
　
新
公
益
法
人
へ

の
移
行
に
伴
う
会
員
に
関
す
る

規
程
（
案
）

○
議
案
第
六
号
　
新
公
益
法
人
へ

の
移
行
に
伴
う
役
員
及
び
評
議

員
に
対
す
る
報
酬
等
及
び
費
用

弁
償
に
関
す
る
規
程
定
（
案
）

○
議
案
第
七
号
　
新
公
益
法
人
へ

の
移
行
に
伴
う
「
最
初
の
評
議

員
の
評
議
員
選
定
委
員
会
」
に

推
薦
す
る
評
議
員
（
案
）

○
議
案
第
八
号
　
役
員
の
改
選

○
協
議
事
項
　
平
成
二
十
三
年
度

の
主
な
行
事
日
程

事　業　名 計　　画　　の　　概　　要
１　啓発普及事業
　⑴機関紙「茨城消防」の発行
　⑵火災予防運動

　⑶「日本消防」の配布
　⑷新聞紙上及びラジオによる

防火・防災思想の普及

・「茨城消防」を隔月6,400部発行し、消防団・消防本部・その他消防関係者に配布する。
・消防庁並びに（財）日本消防協会が行う秋季及び春季火災予防運動に呼応して、
火災予防運動を展開し、火災予防思想の普及高揚を図る。

・防火ポスターの配布
・（財）日本消防協会が発行する「日本消防」を各市町村・各消防本部に毎月配布する。
・新聞掲載及びラジオ放送による火災予防や防災の広報を行い、県民の防火防災思
想の普及高揚を図る。

２　消防団活性化事業
　⑴支部（地区）別団長等懇談

会
　⑵地域交流活動促進助成

　⑶女性消防団結成促進助成

　⑷消防団協力事業所表示制度
による表示証の配布

・県内６支部において、消防団長・消防主管課長による懇談会を開催し、消防団活
性化対策等についての意見交換を行う。

・地域ぐるみの防災体制を促進するため、消防団員相互及び消防団と地域住民・企
業等との交流活動等を行う消防団に経費の一部を助成する。

・男女共同参画型社会の形成を推進し、女性の持つ特性を生かしながら消防活動を
実施する女性消防団を、平成19年度から概ね３年程度で県内全市町村に結成さ
れるよう促進を図ることとして、重点的に取り組んできた結果、平成23年４月
現在で44消防団中32消防団に女性消防団が結成された。

　　まだ結成されてない消防団が多少あることから、引き続き結成する消防団に対
し、活動服の製作等に要する経費の一部を助成する。

・消防団員を雇用している等、消防団に協力的な事業所を消防庁が定めた「消防団
協力事業所表示制度」に基づき、各市町村が協力事業所と認定した場合に、市町
村の申請に基づき協力事業所の表示証を購入し配布する。

３　教育指導事業
　⑴消防操法審査員研修会
　⑵消防団長研修会

　⑶理事研修会
　⑷支部消防団員教育訓練助成
　⑸支部活動助成
　⑹消防団員指導員研修会

　⑺女性消防団結成促進大会
　⑻海外消防事情視察研修助成

　⑼消防長会助成
　⑽消防纏会助成
　⑾婦人防火クラブ助成

　⑿婦人防火クラブ指導者研修
会助成

　⒀茨城県幼少年婦人防火委員
会助成

　⒁日本消防協会消防団幹部研
修・幹部候補中央特別研修

・消防ポンプ操法大会審査員養成のための研修会を開催し、審査技術の向上を図る。
・消防団長を対象に、県と共催により研修会を開催し、消防団を巡る諸問題を、研
究協議する。

・消防協会理事・監事を対象に、県外等の消防事情視察研修を行う。
・消防協会支部の行う教育訓練事業（操法・規律等）に要する経費の一部を助成する。
・県内６支部の活動に要する経費の一部を助成する。
・（財）日本消防協会の補助により、県立消防学校において消防団員指導員養成課
程を実施する。

・女性消防団の結成を促進するため促進大会を実施する。
・（財）日本消防協会等主催の海外消防事情視察研修参加者に対し、その経費の一
部を助成する。

・消防長会を支援するため、研究会活動に要する経費の一部を助成する。
・元消防団長等で構成する消防纒会の活動を支援するため、経費の一部を助成する。
・婦人防火クラブを育成・支援するため、県婦人防火クラブ連絡協議会に経費の一
部を助成する。

・自主防火防災に対する理解を深めてもらうとともに、自主防災組織の整備を図る
ため、婦人防火クラブの指導者を対象に防火防災の研修会を実施する。

・茨城県幼少年婦人防火クラブを育成・支援するため、茨城県幼少年婦人防火委員
会に経費の一部を助成する。

・（財）日本消防協会主催により実施される、消防団幹部特別研修に県内消防団幹
部を、また消防団幹部候補中央特別研修に県内の比較的若い男女消防団員を派遣
する。

４　大会開催及び全国大会参加
事業

　⑴消防大会

　⑵消防ポンプ操法大会

　⑶第23回全国消防操法大会
茨城県代表選考会

　⑷幼年・少年・婦人防火大会

　⑸消防救助技術大会
　⑹第20回全国女性消防操法

大会への出場
　⑺第17回全国女性消防団員

活性化香川大会への参加

　⑻出初式

・県と共催により消防防災思想の高揚と消防関係者の大同団結を図るため開催する。
・消防職・団員・妻女等の定例表彰を行う。
・消防団員の消防ポンプ操法技術の向上を図るため、県と共催で県内６地区で開
催する。

・平成24年度に第23回全国消防操法大会が実施されることから、これに出場する
消防団を決定するため、各地区大会の小型ポンプの部で優勝し、この大会に出場
を希望する消防団による選考会を実施する。

・県幼少年婦人防火委員会、県婦人防火クラブ連絡協議会と共催により県内の民間
防火組織の交流を深め、火災予防思想の高揚を図るため開催する。

・消防職員の救助技術の向上を図るため、消防長会に運営を委託して開催する。
・（財）日本消防協会が主催する「第20回全国女性消防操法大会」が神奈川県横浜
市で開催されることから、本県代表として北茨城市女性消防団が出場する。

・全国の女性消防団が一同に会する本大会に、県内の女性消防団員に参加を募り、
全国の女性消防団の活動事例等を学習し、併せて全国の女性消防団員と意見交換
をし、今後の活動の糧とする。

・県内の消防出初式等に出席する。

事　業　名 計　　画　　の　　概　　要
５　福祉厚生事業
　⑴日本消防協会定例表彰
　⑵退職消防団員報償
　⑶死亡消防職・団員表彰
　⑷消防関係者叙勲・褒章等受

章祝賀会
　⑸消防殉職者慰霊祭
　⑹弔慰見舞
　⑺茨城県消防関係役職員名簿

の作成
　⑻福祉共催制度等への加入促

進

・日本消防協会定例表彰の候補団体・個人を推薦する。
・在職期間５年～ 15年の退職消防団員に感謝状及び記念品を贈呈する。
・在職期間５年未満の消防団員及び現職消防職員に感謝状を贈呈する。
・春、秋消防関係者叙勲・褒章等の受章者を招待し、祝賀会を開催する。

・殉職消防職・団員の遺族を招いて慰霊祭を執行する。
・傷病、死亡等の会員に弔慰見舞金を贈呈する。
・消防団・消防本部幹部の退団や異動に伴い、茨城県消防関係役職員名簿に変更が
生じているため、これを新たに作成し消防関係機関に配布する。
・（財）日本消防協会が行う福祉共済制度等への消防職団員の加入促進を図る。

６　海外支援事業
海外消防機関への災害時の義
援及び消防資機材の寄贈等

・海外の災害に対する義援及び消防資機材等の不足により、消防活動に支障をきた
す国に対し、国際交流として、使用した消防自動車等を寄贈する。

理事会・評議員会開催平　成
23年度

平成23年度財団法人茨城県消防協会事業計画

議長を務める葉梨会長

財団法人茨城県消防協会役員一覧
（任期：平成23年度～ 24年度）

顧　　問　大塚　　光　　　　会　　長　葉梨　　衛　　　　専務理事　鈴木　利正
平成23年５月11日現在（県制順）

支部名 副会長 常任理事 理事数 　理　　事　　　（所　属） 備　考 理事定数

県　　北 澤畑　浩行 細金　秀隆 ５

澤畑　浩行（ひたちなか市） 支部長10年理事

４
細金　秀隆（高萩市） 副支部長
引田　勝美（常陸太田市） 副支部長
海野　藤男（那珂市）
飛田　和義（北茨城市）

県　　央 長島　正文 木戸　睦浩 ３
長島　正文（小美玉市） 支部長

３木戸　睦浩（水戸市） 副支部長
石崎　貞夫（城里町）

鹿　　行 野口　　來 泉　　孝友 ３
野口　　來（神栖市） 支部長

２泉　　孝友（潮来市） 10年理事
二重作惣司（鉾田市）

県南南部 平川　和文 齋藤　芳紀 ６

平川　和文（河内町） 10年理事副支部長

４

齋藤　芳紀（守谷市） 副支部長
米川　幸雄（阿見町） 支部長10年理事
信田　東男（龍ヶ崎市）
黒田　　功（稲敷市）
猪瀬　　彰（取手市）

県南北部 岡田　亮一 菊田　　宏 ２
岡田　亮一（つくばみらい市） 支部長

２
菊田　　宏（土浦市） 副支部長

県　　西 高橋　　栄 木村　春男 ６

高橋　　栄（古河市） 支部長

５

木村　春男（坂東市） 副支部長
沼尻　隆志（常総市） 10年理事
金久保恒夫（境町）
木所　　大（常総市第２）
舘野祐二郎（結城市）

計 25 10年理事５名 20

消防職員 木内　倉治 大和田邦一 ４

木内　倉治（水戸市）

４
大和田邦一（筑西広域）
古川　　稔（大洗町）
澤田　　清（北茨城市）

24
合　　　計

消防団長歴10年以上の理事（再掲）　５名 監　事（団長２・消防長１）
泉　　孝友（潮来市） 平川　和文（河内町） 大高　　曻（石岡市）
沼尻　隆志（常総市石下） 米川　幸雄（阿見町） 皆川　光吉（桜川市）
澤畑　浩行（ひたちなか市） （以上５名） 重藤　　勤（小美玉市消防長）
注１　理事数は、平成18年度の総会で決定された消防団長から20名、消防長から４名とし、その他団長歴10年以上の者を理事（10年

理事）とした。
　　　なお、副会長・常任理事は理事数の内数である。
注２　副会長・常任理事・理事については、当協会の「役員等の選任に関する基準について」に基づき各支部及び消防長会より推薦

のあった者とした。
注３　監事は、各支部県勢順に持ち回りとし、今期は県南北部支部及び県西支部及び消防長会より推薦のあった者とした。



茨城県代理店

消防ポンプ自動車　消防用ホース
消火器　消防服装
消防資機材用品一式

V75ESからV10Fまで
　豊富な機種でお客さまのご要望に
　お応えいたします。
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新
公
益
法
人
へ
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移
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け
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な
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被
害
状
況
の

写
真
を
提
供
し
て
い
た
だ
い
た
北

茨
城
市
及
び
潮
来
市
の
消
防
事
務

担
当
者
に
お
礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　
い
つ
も
の
こ
と
で
す
が
、「
茨

城
消
防
」
で
は
消
防
に
関
す
る
行

事
や
珍
事
な
ど
、
記
事
の
提
供
を

お
待
ち
し
て
お
り
ま
す
。

　
ま
た
、
例
年
こ
の
号
に
掲
載
し

て
お
り
ま
し
た
春
の
叙
勲
・
褒
章

受
賞
者
に
つ
き
ま
し
て
は
、
東
日

本
大
震
災
の
影
響
に
よ
り
発
表
が

遅
れ
、
六
月
中
旬
に
な
る
と
の
情

報
か
ら
次
号
に
掲
載
い
た
し
ま

す
。
　
　
　
　
　
　
　
　
　（
せ
）

　
今
年
度
の
消
防
職
員
初
任
教
育

は
昨
年
度
に
引
き
続
き
二
期
制
と

な
り
、
ま
ず
前
期
の
第
九
十
一
期

入
校
式
が
、
四
月
七
日
（
木
）
午

前
十
時
か
ら
県
立
消
防
学
校
に
お

い
て
、
県
内
二
十
一
消
防
本
部
か

　
東
日
本
大
震
災
に
よ
り
被
害
に

遭
わ
れ
た
皆
様
に
心
か
ら
お
見
舞

を
申
し
上
げ
ま
す
。
ま
た
、
県
下

の
消
防
関
係
者
の
皆
様
に
は
、
自

ら
被
災
し
な
が
ら
も
昼
夜
を
問
わ

ず
災
害
復
旧
に
ご
尽
力
さ
れ
て
い

る
こ
と
に
対
し
深
く
敬
意
を
表
し

ま
す
。

　
さ
て
、
平
成
二
十
三
年
三
月

十
一
日
午
後
二
時
四
十
六
分
頃
に

発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
（
東
北

地
方
太
平
洋
沖
地
震
）
に
つ
い
て

内
閣
府
が
六
月
六
日
付
け
で
公
表

し
て
い
る
地
震
の
概
要
で
は
、
震

源
は
三
陸
沖
で
マ
グ
ニ
チ
ュ
ー
ド

九
・
〇
、
断
層
の
大
き
さ
は
長
さ

約
四
五
〇
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
、
幅
約

二
〇
〇
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
に
わ
た
る

と
し
て
い
ま
す
。各
地
の
震
度
は
、

宮
城
県
北
部
が
震
度
七
、
本
県
北

部
・
南
部
及
び
宮
城
県
や
福
島
県

更
に
は
栃
木
県
に
か
け
て
震
度
六

強
な
ど
、
広
範
囲
に
わ
た
っ
て
強

い
震
度
が
計
測
さ
れ
ま
し
た
。

　
ま
た
、
こ
の
地
震
に
伴
い
巨
大

入校式に臨む初任科生

津波による被害状況：北茨城市

液状化による被害状況：潮来市

ら
総
勢
九
十
六
名
の
学
生
を
迎
え

挙
行
さ
れ
ま
し
た
。

　
式
典
は
、
入
校
生
紹
介
、
学
生

宣
誓
に
続
き
、
式
辞
（
岩
島
学
校

長
）、
知
事
告
辞
（
遠
藤
県
消
防

防
災
課
長
）、
続
い
て
県
消
防
協

会
長
の
来
賓

祝
辞
（
鈴
木

専
務
理
事
）

が
あ
り
ま
し

た
。

　
今
後
、
消

防
学
校
に
お

い
て
、
心
身

の
鍛
錬
と
消

防
職
員
と
し

て
必
要
な
知

識
・
技
能
を

習
得
し
、
半

年
後
に
は
、

新
時
代
に
ふ

さ
わ
し
い
消

防
の
担
い
手

と
し
て
巣
立

っ
て
い
く
こ

と
を
祈
念
し

ま
す
。

災
課
が
六
月
六
日
付
け
で
公
表
し

て
い
る
被
害
等
の
状
況
で
は
、
死

者
二
十
四
名
、
重
傷
三
十
三
名
、

行
方
不
明
一
名
と
な
っ
て
い
ま

す
。
ま
た
、
液
状
化
等
に
よ
り

全
壊
及
び
半
壊
し
た
家
屋
は
、
約

な
津
波
が
発
生
し
、
岩
手
県
や
宮

城
県
、
福
島
県
な
ど
を
中
心
に
死

者
・
行
方
不
明
者
は
約
二
万
四
千

人
、
全
壊
家
屋
が
約
十
一
万
一
千

戸
を
数
え
る
被
害
を
受
け
ま
し
た
。

　
本
県
に
お
い
て
も
、
県
消
防
防

一
万
三
千
棟
を
超
え
ま
し
た
。

　
更
に
は
、
福
島
原
発
事
故
の
影

響
に
よ
り
、
農
作
物
等
の
風
評
被

害
も
日
々
ニ
ュ
ー
ス
等
で
報
じ
ら

れ
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま
す
。

　
内
閣
府
か
ら
の
情
報
で
は
、
今

後
も
、
ま
れ
に
大
き
な
余
震
が
発

生
す
る
こ
と
が
あ
り
、
特
に
福
島

県
か
ら
茨
城
県
の
陸
域
で
は
活
発

な
活
動
が
続
い
る
た
め
、
注
意
が

必
要
と
呼
び
か
け
て
い
ま
す
。

　
消
防
関
係
者
の
皆
様
に
は
、
こ

れ
か
ら
も
復
旧
や
復
興
に
向
け
ご

尽
力
い
た
だ
く
と
思
わ
れ
ま
す

が
、
早
く
活
気
の
あ
る
い
ば
ら
き

に
戻
れ
る
よ
う
「
が
ん
ば
っ
ぺ
！

い
ば
ら
き
」。（
ど
こ
か
で
聞
い
た

言
葉
で
す
が
・
・
）

英
英

英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英

英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英
英

英英英英英英英英英英英英英英英英英英英英

英英英英英英英英英英英英英英英英英英英英

・
参
事
兼
危
機
管
理
室
長
（
消

防
防
災
課
長
）

　
　
　
　
　
　
　
遠
藤
　
延
男

・
消
防
防
災
課
長
（
長
寿
福
祉

課
介
護
保
険
室
長
）

　
　
　
　
　
　
　
大
高
　
　
均

・
消
防
防
災
課
副
参
事
（
市
町

村
課
付
）

　
　
　
　
　
　
　
橋
本
　
好
美

・
消
防
防
災
課
課
長
補
佐
［
消

防
担
当
］（
消
防
防
災
課
主

査
）

　
　
　
　
　
　
　
大
畠
　
寿
哉

定
期
人
事
異
動

　
平
成
二
十
三
年
度
の
県
定
期

人
事
異
動
に
伴
い
、
県
消
防
関

係
幹
部
職
員
に
異
動
が
あ
り
ま

し
た
の
で
、お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
　
　
　
　
※
（
　
）
は
前
職

　
茨
城
県

・
生
活
環
境
部
長
（
危
機
管
理

監
）

　
　
　
　
　
　
　
宮
本
　
　
満

・
危
機
管
理
監
（
税
務
課
長
）

　
　
　
　
　
　
　
丹
　
　
勝
義

県
立
消
防
学
校

初
任
科

入
校
式

本県の東日本大震災における
被害等状況

（６月６日９時00分現在）
１　主な被害状況
⑴人的被害　
　①死亡　24名
水　戸　市（２）、龍 ケ 崎 市（１）、下　妻　市（１）、
常　総　市（１）、常陸太田市（１）、高　萩　市（１）、
北 茨 城 市（５）、牛　久　市（１）、つ く ば 市（１）、
ひたちなか市（２）、鹿　嶋　市（１）、行　方　市（２）、
大　洗　町（１）、東　海　村（４）
　※県警が検視済みのもので消防情報と突合できたものを記載。
　②重症　33名
水　戸　市（９）、日　立　市（６）、石　岡　市（１）、
高　萩　市（１）、北 茨 城 市（１）、つ く ば 市（３）、
ひたちなか市（２）、守　谷　市（１）、筑　西　市（１）、
かすみがうら市（１）、行　方　市（１）、鉾　田　市（１）、
つくばみらい市（３）、茨　城　町（１）、東　海　村（１）

　③行方不明　１名　
北 茨 城 市（１）

⑵住宅被害
　全 壊 棟：1,893、半 壊 棟：11,589、一部損壊：126,410
　床上浸水：1,324、床下浸水：639

２　住民避難の状況
　255人（避難所等：２市村２箇所、その他23箇所）
　※すべて福島県からの避難者　
　（参考）
・避難者数のピーク：77,285人（３月12日８時　避難所設置数：
40市町村594箇所）
・福島県からの避難者のピーク：1,865人（３月21日10時　避
難所：県４箇所、15市町23箇所）

特 集

東日本大震災


